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A. 研究目的 

2021 年に改定された妊娠中の体重増加量の新

しい目安が母児の周産期予後に及ぼす影響を

評価することを目的とし、体重増加指導の目安

変更前（2019 と 2020 年）と後（2022 と 2023

年）の予後比較を行う予定である。しかし、現

時点（2025年 2月時点）では 2023年の周産期

データが未到着であるため、代替として 2017

年と 2022 年のデータを用いて preliminary に

解析を行い、傾向を把握した。 

 

B. 研究方法 

研究要旨 

2021 年に改定された妊娠中の体重増加量の新しい推奨の目安が母児の周産期予後に及ぼす影

響を評価することを目的とし、体重増加指導の目安変更前（2019 と 2020 年）と後（2022 と

2023 年）の予後比較を行う予定である。しかし、現時点（2025 年 4 月時点）では 2023 年の周

産期データが未到着であるため、代替として 2017 年と 2022 年のデータを用いた preliminary

解析を実施し、傾向を把握した。 

解析の結果、妊婦背景として生殖補助医療による妊娠が 2017 年と比べて 2022 年で有意に増加

していた。各 BMI 群の比率をみると、2017 年と比べ 2022 年では、やせ群（BMI<18.5）の割

合は減少し、肥満群の割合は上昇していた。妊娠中の体重増加に関しては、全ての BMI 群にお

いて 2017 年と比べて 2022 年では推奨された体重増加量の達成率が低下していた。特にやせ群

での達成率の低下が顕著であった。周産期登録のある妊婦全体での低出生体重児の割合に大き

な変化は認められなかったものの、器械分娩率、緊急帝王切開率、妊娠高血圧腎症の頻度は増加

しており、これは背景因子（生殖補助医療・肥満の増加など）が影響している可能性が考えられ

た。推奨された体重増加量が達成された妊婦のみを比べると、2017 年と比べて 2022 年では有

益な転帰として、低出生体重児が減少し、平均の出生体重も上昇を認めたが、有害な転帰として、

巨大児・帝王切開術・妊娠高血圧腎症の発症率も上昇していた。しかし、低出生体重児の減少の

度合いは、巨大児・帝王切開術・妊娠高血圧腎症の発症率の上昇の度合いよりも大きいものであ

ったため、新しい妊娠中の体重増加の目安の認知が進み達成率が上昇することで周産期予後は

より良くなる可能性が考えられた。 

研究の実施経過：現在日本産婦人科医会から 2023 年の周産期データを待っている状態であ

り、届き次第本解析を行う予定である。 
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使用データ：日本産婦人学会の周産期データベ

ース（2017年、2022年） 

除外項目：多胎、死産、欠損データ、分娩時年

齢 18 歳未満および 45 歳以上、本態性高血圧、

overt DM、既往帝王切開後妊娠、抗精神病薬使

用、妊娠 28週未満および 42週以上、体重増加

量 0kg未満および 20kg以上 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は順天堂大学の倫理委員会での承認を

経て実施した。(承認番号 E23-0205) 

 

C. 研究結果 

1. 妊婦背景の変化：表 1 

 

生殖補助医療は 2022 年に有意に増加していた。

生殖補助医療の保険適用化が 2022 年 4 月であ

ったことを考慮すると今後解析予定の 2023 年

データでは、生殖補助医療を受けた母体数がさ

らに増加している可能性が高いと思われる。妊

婦の年齢に関しては、有意差はあるものの32.2

歳と 32.4 歳であり、著しい妊娠年齢の上昇は

認めなかった。 

 

2. 各 BMI群の体重増加量と達成率：表 2 

 

 

やせ群（BMI<18.5）の割合は減少し、肥満群の

割合は上昇していた。全ての BMI 群において

2022年は 2017年と比べて推奨された体重増加

量の達成率が低下しており、特にやせ群での達

成率の低下が顕著であった。 

 

3. 全体の周産期予後比較：表３ 

 

周産期登録のある妊婦全体での低出生体重児

の割合に大きな変化は認められなかった。一方

で器械分娩率、緊急帝王切開率、妊娠高血圧腎

症の頻度は増加していたが、妊婦の背景因子

（生殖補助医療・肥満の増加など）が影響して

いる可能性が考えられる。 

 

4. 推奨達成群での周産期予後比較：表４ 

 

この推奨達成群は妊娠 40 週 0 日〜6 日で分娩

となった妊婦を対象とした。 

2017 年、2022 年それぞれの推奨達成群では低
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出生体重児は減少、出生体重は上昇が認められ

た。しかしながら巨大児・帝王切開・妊娠高血

圧腎症は増加していたが、これらの変化が体重

増加の目安の改定によるものであるか妊婦の

背景因子によるものであるかは検討が必要で

ある。 

 

D. 考察 

推奨された体重増加量が達成された妊婦のみ

を比べると、2017年と比べて 2022年では有益

な転帰として、低出生体重児が減少し、平均の

出生体重も上昇を認めたが、有害な転帰として、

巨大児・帝王切開術・妊娠高血圧腎症の発症率

も上昇していた。しかしながら、低出生体重児

の減少の度合いは、巨大児・帝王切開術・妊娠

高血圧腎症の発症率の上昇の度合いよりも大

きいものであったため、新しい妊娠中の体重増

加の目安の認知が進み達成率が上昇すること

で周産期予後はより良くなる可能性が考えら

れた。 

今回は妊娠 40 週まで妊娠が継続したときの理

論値を計算していないため妊娠 40 週 0 日〜6

日で出産となった妊婦を対象とした事による

選択バイアスがかかっている可能性がある。ま

た、有益な転帰である低出生体重児の減少と平

均の出生体重も上昇が、有害な転帰である巨大

児・帝王切開術・妊娠高血圧腎症の発症率をど

の程度上回っているか評価できる方法を検討

する余地がある。 

さらには、母体背景（生殖補助医療の増加や母

体の肥満の数の増加）や世間全体としての帝王

切開率の上昇の流れなどが 2017 年現在とでは

異なるため、それらをマッチさせるような解析

方法を今後検討していく。具体的には 2023 年

の対象妊婦のデータを用いて旧目安の推奨達

成群と新目安の推奨達成群で周産期予後を比

較したり、あるいは傾向スコアマッチングを用

いて目安変更前と変更後の母体背景を揃えて

各目安達成群同士で周産期予後の比較を行っ

た り す る こ と が 考 え ら れ る 。 今 回 の

preliminary解析では 2017年と 2022年のデー

タを用いたが、本解析では体重増加の目安の変

更前の直近のデータを使用するため、2019、

2020年のデータを「before」、2022、2023年の

データを「after」として使用する予定である。 

 

E. 結論 

推奨された体重増加量が達成された妊婦を比

較すると、低出生体重児が減少し、平均の出生

体重も上昇を認めたが、巨大児・帝王切開術・

妊娠高血圧腎症の発症率も上昇していた。2023

年のデータを用いた本解析では背景因子の違

いによる影響を減らした解析方法を検討する。 

 

F. 研究発表 

1．論文発表：なし 

2．学会発表 

⚫ 田村奈見、「体重増加に関する保健・栄

養指導の実態把握のための全国分娩施設

調査に関する研究」、第 48回日本女性栄

養・代謝学会.2024年 8月.東京 

G. 知的財産権の出願・登録状況：なし 

 

 

 

 


